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Ⅰ 高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）高等専門学校名 

津山工業高等専門学校 

（２）所在地 

岡山県津山市 

（３）学科等の構成 

学 科：機械工学科，電気電子工学科， 

電子制御工学科，情報工学科 

専攻科：機械・制御システム工学専攻， 

電子・情報システム工学専攻 

（４）学生数及び教員数 

（平成19年５月１日現在） 

学生数：準学士課程 836人，専攻科 48人 

専任教員数：63人 

２ 特徴 

 本校の理念・教育目標において，特に学生の自律の精

神を求め，自発的な学習を重視した教科を含めた創造性

を育む教育活動や自主的で自由な学生生活・寮生活など，

全校で統一した自律，創造，自由の理念のもと，教育・

課外活動等で各種賞をもらうなどの成果を得ている。 

（１）沿革 

本校は，岡山県北部の津山市の中心部から，やや東北

にある高台に位置している。 

昭和 38 年４月に機械工学科２学級，電気工学科１学級

の２学科３学級として設置された。昭和 42 年には金属工

学科を増設したが，社会の変化により，昭和 61 年に金属

工学科から情報工学科へ，平成３年に機械工学科１学級

を電子制御工学科へ改組，平成 15 年に電気工学科から電

気電子工学科に名称変更し，現在の４学科となっている。

専攻科は早い時期の平成９年４月に２専攻が設置された。

創立以来の本校卒業生及び修了生は，それぞれ 5,302 人，

198 人となっている。 

（２）教育活動 

平成 12 年にカリキュラムを大幅に変更し，一般，専門

科目それぞれに，自発的に学習した成果や興味のもてる

分野の資格取得などの成果が単位として認められる科目

と，創造力や思考力を育てるための演習科目とを設定し

ている。これらの科目の学習を通じて技術者としての活

力と創造力・思考力を養っている。 

教育改善活動として，長期にわたって夏季休業中に

「教職員研究集会」を，平成 13 年度以降はＦＤ研修会を

開催し，教育問題等に取り組んでいる。さらに，学生・

教員相互の評価などにより教育内容・設備の改善に向け

努力している。その中で，学生の意見も聞き，例えば，

１～５年生の各ホームルームに冷暖房設備を設置し，さ

らに，プロジェクタ及びスクリーンを配置し，ＩＴ教育

の推進を図っている。平成 15 年度に本校の技術者教育プ

ログラムが，日本技術者教育認定機構(JABEE)から認定

された。平成 18 年度には，教育活動への支援・理解や学

生指導への協力と授業改善の取組みを促すために，保護

者及び教職員への授業公開を行った。 

（３）学生生活 

学生の課外活動においても，学生の自主性を尊重し学

生会の育成や各種課外活動の支援を行なっている。運動

部・文化部の各種目で学生が自律的に活動するよう導き，

全国高専ロボットコンテストで平成 17 年度に全国優勝，

全国高専プログラミングコンテストで平成 14,16,17 年度

に自由部門で最優秀賞，平成 18 年度全国科学技術研究コ

ンテストで優秀賞などの成果を得ている。 

学生寮は教育寮として位置づけられ，在校生の約４割

が生活している。寮生の内発的動機づけと達成感に価値

をおき，寮生が自主的に運営を行う形態をとっている。

また，他高専との寮生の相互交換や，寮生教養講座など

の行事を積極的に行なっている。 

国際交流にも力を入れている。他高専に比べて留学生

を多く受け入れており，今後とも本校の重要な役割であ

る。平成 14 年度から毎年，米国のペンシルベニア・カレ

ッジ・オブ・テクノロジとの国際交流を実施し，教員や

学生が相互に訪問している。さらに平成 15 年度からは，

中国上海への研修旅行も実施している。 

（４）地域連携 

この津山には理工系の高等教育機関としては本校が唯

一のものである。そのため，本校と地域産業界等との交

流を深め，地域産業の発展に寄与するとともに，本校の

教育研究の振興を図ることを目的に津山高専技術交流プ

ラザが平成７年度に発足した。さらに，平成 16 年度に完

成した地域共同テクノセンターを基盤に，技術相談，共

同研究や受託研究，出前講座，専門セミナー，人材育成

事業協力等により，地域産業等の発展に寄与するよう努

力している。そして，地域企業，市民一般，小中学生を

対象に公開講座も開設し，好評を得ている。
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Ⅱ 目的 

 

津山工業高等専門学校の使命 

 津山工業高等専門学校は，５年間の準学士課程（本科）と２年間の専攻科課程を有する高等教育機関である。本校の

教育機関としての目的は，津山工業高等専門学校学則第１条において，「教育基本法（昭和22年法律第25号）の精神に

のっとり及び学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づき，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成するこ

とを目的とする」と明記されている。 

また，平成16年４月から，全国の55国立高専は，独立行政法人国立高等専門学校機構法に基づき，独立行政法人国立

高等専門学校機構が設置する国立高等専門学校となった。その際，同法第3条により，「職業に必要な実践的かつ専門

的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに，我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図るこ

と」という機構全体の目的が規定された。 

本校の教育的使命は，これらの目的を遵守するとともに，自律，創造，自由の理念のもと，実践的な技術者を育成す

ることにある。以下，さらに詳細にその概要を記す。 

 

理念・教育目標（本校の教育研究活動全般にわたる基本方針を定めたもの） 

本校は，５年間の準学士課程と２年間の専攻科課程を有する高等教育機関であり，以下の理念・教育目標を掲げてい

る。 

準学士課程では，５年間の一貫した教育により，実践的技術と工学の基礎を学び，深く専門の学芸・技術を身につけ

た，創造性，活力，人間愛，国際性に富んだ人材の育成を目標とする。 

 専攻科課程では，準学士課程における教育の成果を活かし，さらに高度な専門知識と研究開発能力を身につけた実践

的技術者や研究者の養成を目標とする。 

そのために，自由で明るい環境のもとでの教育と研究を重んじるとともに，学生に自律の精神を求め，実験・実習，

社会体験，創造学習，研究発表，課外活動，寮生活等を重視した教育を行う。 

 

養成すべき人材像と各専門学科の特徴 

 養成すべき人材像と各学科・各専攻科の特徴は，準学士課程と専攻科課程において，それぞれ以下のように具体的に

規定されている。 

 １．準学士課程の養成すべき人材像 

◎機械工学科：「設計・製作に強い機械技術者の養成」 

◎電気電子工学科：「エネルギー・エレクトロニクス社会を担う技術者の養成」 

◎電子制御工学科：「ハイテク時代に活躍するメカトロニクス技術者の養成」 

◎情報工学科：「ハードからソフトまで総合的な能力をもったコンピュータ技術者の養成」 

◎一般科目：「基礎学力の習得と人間性の育成」 

 ２．専攻科課程の養成すべき人材像 

 専攻科課程は，準学士課程５年間の一貫教育の成果を活かし，さらに高度な専門知識と研究開発能力を身につけた実

践的技術者や研究者の育成を目標としている。専攻科課程では，「システム思考のできる機械・制御技術者と電気・電

子・情報技術者の養成」を目指し，それぞれの専攻に応じた以下の人材像の養成を目標として掲げている。 

�機械・制御システム工学専攻：「機械工学の分野と制御工学の分野をシステム化して考え，いわゆる機械系のシ

ステムを研究開発・設計できる能力を養うこと」 

�電子・情報システム工学専攻：「電気・電子工学の分野と情報工学の分野をシステム化して考え，いわゆる電気

系のシステムを研究開発・設計できる能力を養うこと」 
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卒業（修了）時に身につけるべき学力や資質・能力（各専攻各学科別の具体的な学習目標） 

 １．準学士課程卒業時に身につけるべき学力や資質・能力 

本校の準学士課程卒業時に身につけるべき学力や資質・能力は，上記の「理念・教育目標」に照らして，以下のよう

に明確に規定されている。 

◎一般科目の学習目標 

（１）実践的技術と工学の基礎を学び，深く専門の学芸・技術を身につける（自然科学系基礎科目） 

（２）自律の精神を求め，創造性を身につける（自発的学習科目） 

（３）生きるための活力と，その自由な表現力を身につける（国語，芸術，保健・体育） 

（４）人間愛にみちた倫理観を身につける（人文・社会） 

（５）国際性に富んだ人材を育成するための幅広い教養を身につける（外国語，人文・社会） 

◎専門学科の学習目標（ここでは紙数の関係で，一例として，情報工学科の学習目標を取り上げる。他専門学科に

おいても，それぞれの専門学科の特色を活かしながら，同じ様式で学習目標が作成されている。詳細は後述資料

１－１－①－１０～１３を参照のこと。） 

（１）数学，物理を中心とした自然科学系の科目に関する知識を修得し，情報工学を中心とした技術分野に応用

する能力を身につける 

（２）情報・制御ならびに電気・電子の分野に関する専門技術分野の知識を修得し，情報・通信等の分野に応用

できる能力を身につける 

（３）実験や演習等の体験的学習を通じて知識理解を深化させるとともに，実験遂行能力，データを解析し考察

する能力，システム作成能力を身につける 

（４）自発的学習を含む科目の学習を通じて創造性，自主性を身につけるとともに，学んだ技術・知識を具体的

なシステム等の作成に応用できる力を身につける 

（５）卒業研究の学習を通じて，研究計画をデザインし，工学現象を理解し問題解決する力やプレゼンテーショ

ン力を身につける 

 ２．専攻科課程修了時に身につけるべき学力や資質・能力 

本校の専攻科課程では，日本技術者認定機構（JABEE）の基準に対応した技術者教育プログラムとして，「機械

・制御システム工学」及び「電子・情報システム工学」教育プログラムを設定し，社会の要求水準を満たした教育

を行っている。専攻科課程入学者の全員がこの教育プログラムの履修者であり，これにより，専攻科課程のもつ教

育資源がより有効に利用できるようになり，専攻科課程がより高度な機能を発揮する仕組みになっている。専攻科

課程修了時には，以下の目標が達成されることが求められている（学習・教育目標の詳細な内容については後述資

料１－１－①－１６～１７を参照）。 

(Ａ)技術に関する基礎知識の深化 

(Ｂ)地球的視野に立った人間性の育成 

(Ｃ)情報技術の修得 

(Ｄ)デザイン能力の育成 

(Ｅ)研究能力の育成 

(Ｆ)コミュニケーション能力，プレゼンテーション能力の育成 

(Ｇ)技術者倫理の理解 

(Ｈ)地域社会との連携 
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Ⅲ 選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

 

１ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」に係る目的 

 

 本校の研究活動の主たる目的は，それによって教育の質を保証するということである。したがって本校で特

に望まれる研究は，例えば「ものづくり」などの基盤的技術開発のように，教育へのフィードバックが可能な

研究である。また同時に，本校の研究活動は地元津山の重要な知的情報の発信源であることから，本校は地域

社会との連携を重視しており，これに関連したさまざまな研究の推進を目的とする。 
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２ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整

備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 高等専門学校設置基準第２条第２項には，「高等専門学校は，その教育内容を学術の発展に即応

させるため，必要な研究が行われるように努めるものとする」と掲げられている。また，平成16
年４月全国55の国立高専は独立行政法人となり，独立行政法人国立高等専門学校機構法の中で

「機構以外の者から委託を受け，またはこれと共同して行う研究の実施その他機構以外の者との連

携による教育研究活動を行うこと」と明記された（資料Ａ－１－①－１）。 

 上記の流れを受けて，本校では平成17年８月に高専における研究の位置づけと活性化について

ＦＤ研修会を行い，改めて高専における研究のありかたを確認した。この中で高専に求められてい

る研究は，①教育につながる研究，即ち教育へのフィードバックが可能な研究やものづくりを通し

て教育につながる研究，②地域につながる研究，即ち研究活動を通して地域に貢献し，地域に密着

した特性を生かす研究であることを，教職員一同が認識した。 

 

資料Ａ－１－①－１ 国立高等専門学校機構法（抜粋） 

  第一 総則 

  一 目的 

 この法律は，独立行政法人国立高等専門学校機構の名称，目的，業務の範囲等に関する事項を定める

ことを目的とすること。 

  二 名称 

 この法律及び独立行政法人通則法の定めるところにより設立される独立行政法人の名称は，独立行政

法人国立高等専門学校機構とすること。 

  三 機構の目的 

 独立行政法人国立高等専門学校機構は，別表の上欄に掲げる高等専門学校を設置すること等により，

職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに，我が国の高

等教育の水準の向上と均衡ある発展を図ることを目的とすること。 

  第三 業務等 

  一 業務の範囲等 

  １ 機構は，第一の三の目的を達成するため，次の業務を行うものとすること。 

  （１）国立高等専門学校を設置し，これを運営すること。 

  （２）学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談，寄宿舎における生活指導その他の援

助を行うこと。 

  （３）機構以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他機構以外の者との連携に

よる教育研究活動を行うこと。 

  （４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

  （５）（１）から（４）までの業務に附帯する業務を行うこと。 

出典：津山工業高等専門学校の現状と課題 第4回自己点検・評価報告書
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 このことから，「本校の研究活動の主たる目的は，それによって教育の質を保証するということ

である。したがって本校で特に望まれる研究は，例えば「ものづくり」などの基盤的技術開発のよ

うに，教育へのフィードバックが可能な研究である。また同時に，本校の研究活動は地元津山の重

要な知的情報の発生源であることから，本校は地域社会との連携を重視しており，これに関連した

さまざまな研究の推進を目的とする。」を研究の目的として認識している。 

 以上の研究の目的を達成するために，全ての教員が各自の専門分野において研究活動を行ってい

る。各教員は所属する各学科内に研究室や卒業研究室などを持っており，教育研究活動を行ってい

る。また，地域共同テクノセンターや教育研究支援センターにおいて，事務職員や技術職員が研究

の事務的支援や技術的支援を行っている。 

 平成16年４月に地域社会との連携を基盤とする共同利用施設として，地域共同テクノセンター

（以下テクノセンターと略す）を設立し，本校の研究活動の活性化と地域産業界との連携強化を図

っている。同年３月に産学官が連携して岡山県の産業振興に取り組むため，岡山・産学官連携推進

会議が設立され，本校も平成16年度より参加した。これにより，従来の各学科における個別教員

の研究活動と事務・技術職員による支援体制に加えて，テクノセンターの研究・支援体制が整備さ

れ，連携した活動が行われている。 

 地域に密着した実用的技術開発を地域とともに実践し社会に貢献するために，従来の発明委員会

を発展的に改称した知的財産委員会が平成16年４月に発足した。なお，平成17年度における当該

委員会の構成メンバーを（資料Ａ－１－①－２）に示す。 

 

 資料Ａ－１－①－２ 知的財産委員会構成メンバー 

 

出典：平成 17 年度 第１回教員会議 資料１ 

 

 

 知的財産委員会は，地域のニーズに応じたテーマや特許として出願可能なテーマなど多様な研究

を実践し，これを特許等の知的財産として権利化し地域社会へ還元する体制である。本委員会は，

国立高等専門学校機構本部に設置された知的財産本部と連携をとりながら個々の課題に対する実務

的な活動を行っている。最近の主な活動として，弁理士等の専門家を招いた校内講演会を随時開催

し(資料Ａ－１－①－３)，学外の専門的機関が開催する知的財産等に関する講演会・研修会に教職

員を派遣している。平成17年度から，学生の産業財産権への理解度を深めるため，（社）発明協

会から産業財産権実験協力校の指定を受け，授業や講演会，アイデアコンテスト等を通じて知的財

産に関する教育を実施している。さらに，本校と岡山TLOとの提携のあり方を検討するとともに

発明協会岡山県支部の協力を得て，「電子出願をマスターしよう」をテーマに講演会を実施した

（資料Ａ－１－①－４）。 
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資料Ａ－１－①－３ 知的財産講演会の実施状況（抜粋） 

表Ⅲ―19 知的財産講演会の実施状況 

開催日 内容 

平成１６年１月１５日 初心者向け知的所有権に関する講義 

平成１６年１月２９日 実務者向け知的所有権に関する講義 

平成１６年２月５日 電子出願を主とした講義 

平成１６年３月１８日 特許管理，技術移転等を主とした講義 

平成１６年１２月１６日 電子出願をマスターしよう 

出典：津山工業高等専門学校の現状と課題 第 4 回自己点検・評価報告書 p.123
 

 研究テーマについては，全教員の研究テーマ一覧がテクノセンターから出されたシーズ集の中で

本校のホームページを通じて社会に公開している（資料Ａ－１－①－５）。 

 教員個人による研究に対する支援体制は，本校では限られた予算を有効に配分し，また研究を支

援するために教員研究費や学科経費のような均等配分の経費に加えて，重点配分資金や傾斜配分経

費を確保している。前者は新任教員への重点的配分や，特別の配慮を必要とする学科等への配分で

ある。後者は主として教員個人が研究活動を行うための経費として，均等配分経費の一部を傾斜配

分経費としている。これらの配分に際しては，学内から研究テーマ等の公募を行い，主事会議で採

否と配分額を決定するとともに，結果を学内に公表している。従来の重点配分の結果を資料Ａ－１

－①－６に，傾斜配分資金の配分結果を資料Ａ－１－①－７に示す。 

 次に，事務組織の支援体制としては，学内を対象にメールによる各種助成の応募案内，文部科学

省科学研究費補助金の案内と説明会の実施などを行っている。 

 テクノセンターでは，平成16年度からテクノセンター内に地域連携・広報事務室を設け，庶務

課専門職員２名，事務職員１名のほか，コーデｲネーター１名と合わせて４名体制でスタートした

（現在では定員削減などの理由により３名体制となっている）。このように人員は減少傾向にある

ものの，研究助成支援活動や地域との連携支援活動は活発に行われている。 

 次に，共同研究等の地域社会との連携体制はテクノセンターを中心に構築されているので，以下

この連携体制について状況を述べる。テクノセンターの運営のために産学連携推進委員会を置いて

おり，横断的な連携を図るために各学科委員や専攻科からの推薦委員などを含めた構成になってい

る。また，産学連携の研究活動等は，地域産業界の要請や動向に対してただちに対応するため，テ

クノセンターに各部門長及び事務担当者を置いている。 
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資料Ａ－１－①－４ 岡山TLOとの提携 

 

出典：地域共同テクノセンター報，Vol.3，p.38（2006.5）より抜粋
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資料Ａ－１－①－５ 津山高専教員の研究テーマ例（シーズ集から抜粋） 

 

出典：津山高専公式ホームページ， 

http://www.tsuyama-ct.ac.jp/honkou/shisetsu/chiiki/seeds.htm 



津山工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 

- 10 - 

資料Ａ－１－①－６ 重点配分資金 

 平 成 １８ 年 度 重 点 整 備 事 業 費 採 択 一 覧 

財源：授業料    予算科目：（教育研究費）重点配分経費 ，（教育研究支援経費）重点配分経費 （８／１０付）

学 科 等 名 
担当教員等

氏名 
計  画  事  業  名 配 分 額 

機 械 工 学 科 北条智彦 超高強度低合金ＴＲＩＰ鋼の作製 1,300,000 

伊藤，中村 イオンビームスパッタによる薄膜作製実験 1,380,000 
電気電子工学科 

田邊，佐藤， 

前原，中村 
電気電子工学科の４学年学生実験設備の整備 1,467,500 

保田俊行 
マルチロボットシステムの自律的機能分化のための実験

プラットホームの構築 
1,700,000 

電子制御工学科 
奥山圭一 比強度、比剛性が大きな木質系セラミックスの開発 1,360,000 

菊地洋右 
列挙アルゴリズムとの効率化とその応用及び相互結合網

の群論的モデルの汎巡回性に関する研究 
1,200,000 

情報工学科 
齊藤智也 情報工学実験機器の整備 1,100,000 

一般科目（文） ｴﾘｯｸ ﾗﾝﾎﾞｰ 
英語の授業と学生のプロジェクトのためのマルチメディアな

教育環境の充実 
300,000 

一般科目（理） 佐々井祐二 応用物理実験のための実験室整備 1,100,000 

専   攻   科 大西 淳 専攻科魅力向上のためのＥＣ専攻・特別実験テーマ更新 2,300,000 

図   書   館 吉川益子 図書館閲覧室書架整備 700,000 

配 分 額 計 13,907,500 

平 成 １８ 年 度 も の づ く り 活 動 経 費 採 択 一 覧 

財源：授業料     予算科目：（教育研究費）重点配分経費  （８／１０付）  

学 科 等 名 申請者氏名 計  画  事  業  名 配 分 額 

吉富 秀樹 
機械工学科学生の創造性育成のためのものづくり教育実

践 
180,000 

機械工学科 
橋本  淳 燃費競技大会参加車両用車輪の購入 120,000 

電子制御工学科 里吉 昭宣 レスキューロボコン等の各種ロボコンのものづくり活動 450,000 

配 分 額 計 750,000 

出典：文書サーバからコピー
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資料Ａ－１－①－７ 傾斜配分経費 

 平成１８年度 傾斜配分枠研究費配分額 

 財源：授業料   予算科目：（教育研究費）傾斜配分枠研究費 
  

No. 申請者氏名 研  究  課  題   

1 
ｴﾘｯｸ ﾗﾝﾎﾞ

ｰ 
 Ｔｈｅ Ｅｆｆｅｃｔ ｏｆ Ｓｐｅｅｃｈ Ｃｏｎｔｅｓｔ ｏｎ Ｓｔｕｄｅｎｔｓ’ Ｍｏｔｉｖａｔｉｏｎ 350,000 

2 大田  肇  イギリスにおける戦争開始権限をめぐる議論の一考察 250,000 

3 奥山 圭一  自立制御小型ローバに関する研究 400,000 

4 菊地 洋右  離散幾何学の計算における新手法の提案とその応用及び実験的評価 400,000 

5 佐々井祐二  ＳＵ（3）格子ゲージ理論におけるフェルミオン行列の固有値分布の研究 400,000 

6 曽利  仁  インテリジェント技術による風速予測法に関する研究 320,000 

7 北條 智彦  超高強度低合金ＴＲＩＰ鋼の衝撃特性 500,000 

8 保田 俊行  社会性創発型マルチロボットシステムに関する研究 400,000 

9 吉富 秀樹  流体ダイオードを用いたＳＭＡ駆動マイクロフルイディグポンプの研究 380,000 

合               計 3,400,000 

 

出典：文書サーバからコピー

 

 平成７年８月に，本校と地域産業界等との交流を深め地域産業の発展に寄与するとともに，本校

の教育研究の振興を図ることを目的として，津山高専技術交流プラザが発足した。この交流プラザ

や津山圏域工業会地域企業が参加する行事などを活用し，パンフレットの配布や説明を行い，本校

の教育研究について周知を図っている。また，公式ホームページ開設時から技術指導に関するペー

ジを設けるとともに，平成15年度には教員のシーズ集をホームページで公開した。さらに，平成

16年度からはコーデｲネーターを１名配置して積極的に企業訪問を行い，本校が所有する知的財産

を地域産業の発展のために紹介している。企業や個人から技術的な相談があったときは，テクノセ

ンターが窓口となり，関係教員等を紹介し対応している。平成16年度からは電子顕微鏡，精密万

能試験機等，テクノセンター設置機器を利用しての解析相談も増え，相談件数は毎年30件前後を

受け付けている。この技術相談が契機となり，地元企業のニーズを知り，共同研究や受託研究に発

展することを期待している。津山高専技術交流プラザは，「つやま新産業開発推進機構」に事務局

を置き，地域企業が会員として参加している。この交流プラザは産学官連携事業の推進を図るため

に，共同研究・委託研究の推進（本校と会員企業との共同研究１件分の助成金（20万円）を予算

化）を行っている。その他支援や助成の実施として，奨学寄附金（本校における研究の奨励として

30万円を寄付）や津山市ロボットコンテストへの支援等を実施している。また，プラザ会員企業

の社員を対象に研究会を組織し，例えば「ネットワーク研究会」は平成７年から現在まで継続的に

活動を続けている。 
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（分析結果とその根拠理由） 

 研究の目的に沿った体制が整備され，機能しており良好である。 

 すべての教員が個々の専門分野について研究活動を行うための施設・設備を持ち，それらを利用

して研究活動を行う体制を整えている。研究活動の成果を地域社会への貢献等に活用するため，地

域共同テクノセンターからなる体制を整備し，機能している。 

 教員の研究活動を活性化するために，校費を効率よく配分する制度を定めている。それらは，均

等配分の経費に加えて傾斜配分経費と，新規採用教員や特別の配慮を必要とする学科への特別配分

資金（重点配分資金）の制度であり，機能している。 

 本校と地域産業界等との交流を深め，地域産業の発展に寄与するとともに，本校の教育研究の振

興を図ることを目的とした津山高専技術交流プラザが設立され，その結果，本校が地域の企業との

連携を強化する体制も十分に整っている。 

 以上のことから，研究の目的に照らして，教員の研究支援体制及び地域社会との共同研究の推進

を図る体制が整い，十分機能して良好であると判断する。 

 

資料Ａ－１－②－１ 教員の研究論文，著書及び学会発表 

 表 Ⅲ－１８  校外における研究発表等の件数    

発行年度 機械 電気電子 電子制御 情報 一般（文） 一般（理） 合計 

   Ｈ１２ 8 6 8 38 12 11 83

   Ｈ１３ 12 7 3 48 10 6 86

   Ｈ１４ 19 6 10 41 7 10 93

   Ｈ１５ 23 15 13 47 20 9 127

   Ｈ１６ 21 19 15 41 16 15 127

    H１７ 14 16 8 45 16 10 109

    H１８ 35 21 23 34 30 16 159

合計 132 90 80 294 111 77 784
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図 Ⅲ－３  紀要頁数，紀要掲載論文件数及び校外発表の件数

   

出典：津山高専の現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p.122より抜粋後，平成17年度，

18年度を追加 
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観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（観点に係る状況） 

 本校の教育内容を社会の進歩に即応させるために，すべての教員が各自の専門分野で研究活動を

行っている。教員の研究論文，著書及び学会発表(資料Ａ－１－②－１)は毎年100件以上あり，津

山高専紀要（以下，紀要と略す）には，定常的に研究成果の報告を行っている。近年の傾向として，

専攻科生が担当教員とともに行っている研究を紀要に掲載するようになったのと，専門分野の研究

だけでなく教育や学生生活に関する論文が掲載されるようになった（資料Ａ－１－②－２）。紀要

第48号の著者で，11名が本校の学生・卒業生・修了生である。これらは教育にフィードバックし

た研究の成果の現われであり，歓迎すべき現象である。 

 テクノセンターや津山高専技術交流プラザ等を通した地域連携による共同研究・受託研究の一覧

を，資料Ａ－１－②－３と資料Ａ－１－②－４にそれぞれ示す。共同研究（平成16年度３件，70
万円，平成17年度６件，190万円），受託研究（平成16年度１件，２万円，平成17年度３件，646
万４千円）であり，両研究ともにテーマ数及び金額が増加傾向にあるが，必ずしも多いとは言えな

い。 

 奨学寄附金の受入れ状況を資料Ａ－１－②－５に示す。受入れ件数は増加しているが，金額の総

計はほぼ一定値を示している。 

 最近の特許出願状況を資料Ａ－１－②－６に示す。最近の傾向として，教員と専攻科生の共同発

明も見られるようになり（資料Ａ－１－①－４），研究が教育にフィードバックされている傾向が

現われている。 

 本校の教員が各種の研究集会等において獲得した賞を資料Ａ－１－②－７に示す。 

 科学研究費補助金の取得状況を資料Ａ－１－②－８及び資料Ａ－１－②－９に示す。本校の場合，

科学研究費補助金の獲得数及び獲得額は他の高専と比較して必ずしも多いとは言えない。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 成果が上がっており，おおむね良好である。 

 近年の傾向として，紀要に専攻科生が担当教員とともに行っている研究を掲載したり，専門分野

の研究だけでなく教育や学生生活に関する論文が掲載されるようになった。また，最近の特許出願

状況の傾向として，教員と専攻科生の共同発明も見られるようになった。ともに研究活動が教育に

フィードバックできた成果の現われであり，目的の１つをある程度達成できている。 

 地域連携につながる研究は，中小企業が多く地元企業数もあまり多くないこともあり，共同研究

数及び受託研究数ともにそれほど多くない。さらに，奨学寄附金総額も伸び悩んでいるのが現状で

ある。今後一層の努力が必要である。 

 研究論文や発表数は増加傾向にあり，また教員が各種研究集会で獲得した賞もあることから，研

究活動の活性化は見られる。ただ，科学研究費補助金の獲得数は他の高専と比較して必ずしも多い

とは言えないので，今後獲得数を増やす方策が必要である。 

 以上の結果より，総合的に見て研究の目的に沿った活動の成果がおおむね得られている。 
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 資料Ａ－１－②－２ 津山高専紀要目次 

 

出典：津山高専紀要 第48号から抜粋 
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資料Ａ－１－②－３ 地域連携による共同研究 

  平成１８年度 共同研究 ：８件       

  研究課題 研究者 直接経費 申込機関名 

1 蛍光ランプ寿命予測技術に関する研究 植月唯夫 750,000 

松下電工（株）照明事業本部 

照明開発センター 

2 活性炭を用いたＥＤＬＣの試作と実証試験 下西 二郎 300,000 株式会社アイテック・ツリタニ 

3 対向噴流型平面伸張粘度測定技術の開発 加藤 学 400,000 長岡技術科学大学 

4 光－電子融合デバイスの基盤技術研究 伊藤 國雄 400,000 豊橋技術科学大学 

5 

無電極ランプ プラズマ計測と分析に関する

研究 植月唯夫 750,000 

松下電工（株）照明事業本部 

照明開発センター 

6 エントランス商品の発光制御システム開発 長井 聡 200,000 片山工業（株） 

7 

有限要素法によるデバイスストレスのシミュ

レーション 柴田 政勝 100,000 三社電機製作所岡山工場 

8 

A１/Mo/Ni/Au 多層電極のオーバーエッチン

グの原因追及とその対策 伊藤 國雄 100,000 三社電機製作所岡山工場 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供

 

資料Ａ－１－②－４ 地域連携による受託研究 

  平成１８年度 受託研究 ：４件     

  研究課題 研究者 直接経費 申込機関名 

1 

鉱さい強化耐熱複合材料の試作，およびその

熱機械特性の取得（循環型産業クラスター形

成促進事業） 

奥山 圭一 4,848,459
岡山県産業振興財団

（三沢） 

2 

部屋空間における生活支援のための視線コミ

ュニケーションシステムに関する研究（特別電

源所在県科学技術振興事業） 

薮木 登 3,256,430
岡山県産業振興財団

（澤山） 

3 歩行訓練ロボット 大西輝 3,000,000
（財）科学技術振興機構

（ＪＳＴ 苅田） 

4 

接合面・摺動面の表面制御による高性能難削

財材加工機械の研究開発（平成１８年度地域

新生コンソーシアム研究開発事業（継続） 

小西 大二

郎 
243,600 中国技術振興センター

 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供
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資料Ａ－１－②－５ 奨学寄附金の受入れ状況 

奨学寄附金受入状況                                            （単位：千円） 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

21 11,440 22 16,305 25 12,409 24 11,570

 

出典：平成18年度学校要覧[資料]p.20より引用後，平成18年度を追加

 

資料Ａ－１－②－６ 特許出願状況 

 平成１７年度 ５件   

NO. 発明者 発明名称 出願年月日 出願番号 

1 伊藤 國雄 害虫駆除をともなった植物の栽培方法 2005 年 4 月 28 日 特願 2005-131188 

2 伊藤 國雄 
アモルファス材料基板を用いた発光素子及

びその製造方法 
2005 年 4 月 28 日 特願 2005-131067 

3 鳥家 秀昭 風力発電装置 2005 年 4 月 28 日 特願 2005-133295 

4 吉富 秀樹 排液管ユニット及び循環式液槽装置 2005 年 10 月 25 日 特願 2005-309410 

5 鳥家 秀昭 喫煙抑制装置 2006 年 2 月 20 日 特願 2006-041911 

      

  平成１８年度 ６件   

1 伊藤 國雄 化合物混晶半導体発光装置 2006 年 9 月 12 日 特願 2006-246817 

2 伊藤 國雄 
複数種の蛍光体を２種類以上の半導体発

光素子上に塗布した多波長発光装置 
2006 年 9 月 12 日 特願 2006-246819 

3 原田 寛治 
超伝導薄膜を用いたジョセフソン接合素

子の製造方法 
2006 年 9 月 12 日 特願 2006-246818 

4 植月 唯夫 放電灯点灯装置及び照明器具 2006 年 10 月 26 日 特願 2006-291051 

5 小西 大二郎 すべり直道案内装置 2006 年 10 月 11 日 特願 2006-277705 

6 奥山 圭一 カーボン・金属複合材及びその製造方法 2007 月 2 月 14 日 特願 2007-033245 

 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供
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資料Ａ－１－②－７ 教員が獲得した賞 

 

出典：津山高専 現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p111
 

資料Ａ－１－②－８ 科学研究費補助金の取得状況 

表Ⅲ―15 平成１２年度以降の科学研究費新規採択課題 

年度 種目 代表者氏名 研究課題名 

12 地域連携 大西 輝尚 情報ネットワーク型福祉システムの研究 

12 萌芽的 大森 晋爾 鳥類や軟体動物における新しいＤ－乳酸の生成と代謝経路 

13 基盤Ｃ 大田 肇 第二次世界大戦後のイギリス軍事法に関する考察－軍法会議改革の変遷を題材として－ 

13 奨励Ａ 赤木 徹也 光－流体制御弁の性能改善 

13 奨励Ａ 衣笠 哲也 ２足歩行ロボットの重力場を陽に利用した準能動的歩行と非定常動作に関する研究 

13 奨励Ａ 長井 克己 外国語の発音におけるタイミング制御と作動（短期）記憶との関係についての研究 

14 基盤Ｃ 阿部 武治 多結晶金属の塑性における微視的変動挙動の観察及び解析 

14 基盤Ｃ 吉富 秀樹 吸引力制御を目的としたサイクロン状渦室を有する配水管の研究開発 

14 基盤Ｃ 岡田 正 後期中等教育段階の情報基礎教育に関するディジタルアーカイブの作成と利用評価 

14 若手Ｂ 井上 浩行 人間の非言語的な動作に基づく感情の把握とロボット制御への応用 

15 基盤Ｃ 長井 克己 日本語を母語とする英語学習者による発音練習の効果に関する実験音声学的研究 

15 若手Ｂ 赤木 徹也 光－流体制御弁の性能改善 

16 基盤Ｃ 河合 雅弘 ２しきい値型による超伝導論理回路の構成法 

16 若手Ｂ 大西 淳 結晶粒粗大化シミュレーションの並列計算化したベース・システムと可視化ツールの構築 

17 基盤Ｃ 野村 健作 ゴムを用いた電磁アクチュエータに関する研究 

17 基盤Ｃ 大田 肇 イギリス軍事法における１９９０年代後半以降の「司法化」の進展と今後の展開 

17 基盤Ｃ 長井 克己 外国語の学習時に行われる発音練習の効果に関する音声学的・心理言語学的研究 

出典：津山高専 現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p121より抜粋後，17年度分を追加 
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資料Ａ－１－②－９ 科学研究費補助金の申請及び採択状況 

表 Ⅲ－１６  過去７年間における科学研究費補助金の新規申請及び採択状況 

年度   平成 12   平成 13   平成 14   平成 15   平成 16   平成 17   平成 18 

研究種目 
申

請 

採

択 

継

続 

申

請 

採

択 

継

続 

申

請

採

択

継

続

申

請

採

択

継

続

申

請

採

択

継

続

申

請 

採

択 

継

続 

申

請 

採

択

継

続

地域連携推進研

究費 
1 1       1   1                 

特別推進研究                                

特定領域研究

（Ａ） 
1                              

特定領域研究       1                        

基盤研究（Ａ）                1                

基盤研究（Ｂ）       1     1   5   1   3         

基盤研究（Ｃ） 10   1 14 1   16 2 1 17 1 3 15 1 1 21 3 1 22  3

萌芽的研究 4 1   5   1                    

萌芽研究             5   4   6   3     5   

奨励研究（Ａ） 6   1 7 3            4 1   5   

若手研究（スター

トアップ） 
                           2   

若手研究（Ｂ）             7 1 2 8 1 2 9 1 1 7   1 6   

   合計 22 2 2 28 4 2 29 3 4 35 2 5 31 2 2 38 4 2 40 0 3

申請に対する採

択率（%） 
9.1   14.3   10.3  5.7  6.5  10.5   0  

出典：津山高専 現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p121より抜粋後，平成17，18年度

を追加 

 

 

観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が

整備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 本校では，専攻科長を研究担当の校長補佐とし，運営会議（研究推進ワーキンググループ）や地

域共同テクノセンターにおいて校内の研究活動の推進や共同研究，地域との連携における問題点の

把握やその改善策を検討している。例えば，傾斜配分枠研究経費に係る研究報告会（資料Ａ－１－

③－１），科学研究費補助金申請説明会の実施（資料Ａ－１－③－２），また校内ＦＤの開催（資

料Ａ－１－③－３）等を行うことで，その成果の報告や残された課題等を議論している。 
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 資料Ａ－１－③－１ 傾斜配分枠研究経費に係る研究報告会プログラム 

 

出典：平成17年度傾斜配分枠研究費に係る研究報告会資料 

 

資料Ａ－１－③－２ 科学研究費補助金申請説明会資料（抜粋） 

 

出典：平成18年度科学研究費補助金申請説明会配布資料 
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資料Ａ－１－③－３ 校内ＦＤの資料（抜粋） 

 

出典：平成 17 年度第２回ＦＤ配布資料 

 

 また，学校全体で取り組むために，校長を委員長とする自己評価委員会を設置し，各担当分野の

現状や問題点を持ち寄り，検討・調整して数年ごとに自己評価を行なう体制を整備している。その

結果はこれまで計４回「津山高専の現状と課題」という冊子にして公表している（資料Ａ－１－③

－４）。さらに，学校内での体制の整備だけでなく，外部の有識者からの点検・評価を受ける体制

も整え，平成 13 年８月に外部評価を受けた（資料Ａ－１－③－５）。その中で，研究活動につい

ては，外部資金，科研費獲得，国際会議等への出席，地域との連携等にさらに努力する必要がある

という改善の指摘を受けた。これらの課題や指摘事項への改善の取組も，運営会議で検討し，前述

の方策を実施している。 

 教員個々の研究教育業績，学校運営，社会貢献等の点検・改善に役立たせるために，平成15年
度より教員の教育研究業績等のデータベース化を行い，本校のホームページに公開した。これは一

定期間毎に各教員が自己の研究教育業績等の各データを追加入力していくことにより，自己点検・

啓発等に役立てるため導入した（資料Ａ－１－③－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 体制が整備され機能しており，おおむね良好である。 

 教員の研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくため，運営会議や地域共同テ

クノセンターが活動している。また，自己評価委員会による本校の現状と課題の抽出や外部の有識

者から点検・評価を受ける体制も整備している。これらの組織や制度を活用して，本校の研究活動

を活性化する上での問題点を改善するために，例えば，科学研究費補助金申請説明会の実施，傾斜

配分枠研究経費に係る研究報告会の実施あるいは校内ＦＤの開催等行っている。また，教員個々の

研究教育業績，学校運営，社会貢献等の点検・改善に役立たせるために，平成 15 年度より教員の

教育研究業績等のデータベース化を行い，本校のホームページに公開した。その結果，教員の研究

成果の発表件数は増加傾向にあり，特許出願数も増加している。 
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資料Ａ－１－③－４ 津山高専の現状と課題 第４回自己点検・評価報告書の目次 

 

出典：津山工業高等専門学校の現状と課題 第4回自己点検・評価報告書 
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資料Ａ－１－③－５ 津山工業高等専門学校外部評価実施要領 

 平成１３年５月に公表した自己点検書「津山高専の現状と課題」を外部の有識者に評価してもらうため同年６

月に「津山工業高等専門学校外部評価実施要領」を定め，これにより準備を進め，次のような要領で外部評価を

実施しました。 

（１）外部評価委員 

  広島国際大学人間環境学部長  長町三生（委員長） 

  岡山大学工学部長       大崎紘一 

  岡山理科大学工学部長     逢坂一正 

  津山市長代理 津山市企画部長 米井端臣 

  岡山県中学校校長会長     川上洋一 

  津山商工会議所会頭      日笠富夫 

  津山圏域工業会長       豆原直行 

  津山高専技術交流プラザ会長  福廣安修 

（２）外部評価委員による本校関係者からのヒアリングおよび校内視察の実施 

  日時：１３年８月２２日１０時３０分～１６時 

  場所：本校 

  出席者 

   ・外部評価委員：上記の全委員 

   ・本校：校長，３主事，学科主任，専攻科長，図書館長，総合情報センター長，実習工場長，地域協力セ

ンター長，事務部長 他 

  内容  

   ・本校の概要説明       ・校内視察 

   ・ヒアリング       ・外部評価委員によるまとめ 

   ・外部評価委員による講評 

出典：津山高専 現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p154 

 

資料Ａ－１－③－６ 教育研究業績等のデータベース化 

 

出典：津山高専公式ホームページ， 

http://www.tsuyama-ct.ac.jp/honkou/gijutsu/gyouseki-db.htm 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 本校では限られた予算を有効に配分しまた研究を支援するために，教員研究費や学科経費のよ

うな均等配分の経費に加えて，重点配分資金や傾斜配分経費を確保している。 

・ 学校全体で取り組むために，校長を委員長とする自己評価委員会を設置し，各担当分野の現状

や問題点を持ち寄り，検討・調整して数年ごとに自己評価を行なう体制を整備している。さらに，

学校内での体制の整備だけでなく，外部の有識者からの点検・評価を受ける体制も整えている。 

・ 教員の教育研究業績等のデータベース化を行い，本校公式ホームページに公開している。 

 

（改善を要する点） 

・ 科学研究費補助金等の外部資金の獲得が十分ではない。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

 本校の研究の目的を達成するために，すべての教員が個々の専門分野について研究活動を行うた

めの施設・設備を持ち，それらを利用して研究活動を行う体制が整っている。研究活動の成果を地

域社会への貢献等に活用するため，地域共同テクノセンターからなる体制が整備され，機能してい

る。 

 教員の研究活動を活性化するために，校費を効率よく配分する制度を定めている。それらは，均

等配分の経費に加えて傾斜配分経費と新規採用教員及び特別の配慮を必要とする学科への特別配分

資金（重点配分資金）の制度であり，機能している。 

 本校と地域産業界等との交流を深め，地域産業の発展に寄与するとともに，本校の教育研究の振

興を図ることを目的とした津山高専技術交流プラザが設立され，本校が地域の企業との連携を強化

する体制も整っている。 

 近年の傾向として，紀要に専攻科生が担当教員とともに行っている研究を掲載したり，専門分野

の研究だけでなく教育や学生生活に関する論文が掲載されるようになった。また，最近の特許出願

状況の傾向として，教員と専攻科生の共同発明も見られるようになった。これらは研究活動が教育

にフィードバックできた成果の現われであり，目的の１つをある程度達成できている。 

 地域連携につながる研究は，中小企業が多く地元企業数もあまり多くないこともあり，共同研究

数及び受託研究数ともにあまり多くない。さらに，奨学寄附金総額も伸び悩んでいるのが現状であ

る。今後一層の努力が必要である。 

 研究論文や発表数は増加傾向にあり，また，教員が各種研究集会で獲得した賞もあることから研

究活動の活性化は見られる。ただ，科学研究費補助金の獲得数は大学等と比較すると少ないので，

今後獲得数を増やす方策が必要である。 

 教員の教育研究業績等のデータベース化を行い，本校の公式ホームページに公開するなど，教員

の研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくためのシステムがある。また，自己

評価委員会による本校の現状と課題の抽出や外部の有識者から点検・評価を受ける体制も整備して

いる。これらの組織や制度を活用して，本校の研究活動を活性化する上での問題点を改善している。

その結果，教員の研究成果の発表件数や特許出願数は増加傾向にある。 
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（４）目的の達成状況の判断 

 研究論文や発表数は増加傾向にあり，また教員が各種研究集会で獲得した賞もあることから研究

活動の活性化は見られる。また，紀要に専攻科生が担当教員とともに行っている研究を掲載したり，

専門分野の研究だけでなく教育や学生生活に関する論文が掲載されるようになった。さらに，最近

の特許出願状況の傾向として教員と専攻科生の共同発明も見られるようになった。これらは研究活

動が教育にフィードバックできた成果の現われであり，目的の１つをある程度達成できている。 

 地域連携につながる研究は，中小企業が多く地元企業数もあまり多くないこともあり，共同研究

数及び受託研究数ともにそれほど多くない。さらに，奨学寄附金総額も伸び悩んでいるのが現状で

ある。今後一層の努力が必要である。 
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Ⅳ 選択的評価事項Ｂ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

 日本の教育制度は，国際化，大綱化，高度化，生涯学習を主軸とする高等教育の再構築を目指して急速に変革され

てきた。このような状況に対応するため，本校も「開かれた高専」を目的として掲げ，正規課程の学生以外に対する

教育サービスの向上を目的に活動している。具体的に言えば，研究生，聴講生，科目等履修生，長期履修制度による

社会人（専攻科課程）などの多様な形の学生を受け入れている。また，地域共同テクノセンターを中心に，生涯学習

・地域連携の一環として公開講座や出前講座も行い，広報活動にも役立っている。 
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２ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学

生以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

 機構法第12条第１項第４号において「公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会

を提供すること。」と規定され，高等専門学校設置基準第21条において，高等専門学校の学生以外

の者への科目履修と単位修得の認定を認めている。 

 これに基づき本校では，「開かれた高専」を目指し，昭和60年から聴講生，研究生の募集を開始

した。この方向が「生涯学習」の観点からさらに推進され，高専においても「科目等履修生」に対す

る単位の認定ができるように制度改正が行われ，本校では平成６年度からの受入れが可能となるよう

に学則を改正した（資料Ｂ－１－①－１，資料Ｂ－１－①－２）。また，最近の状況を資料Ｂ－１－

①－３に示す。平成12年度から平成16年度の間に，研究生と聴講生を各１名，科目等履修生を延べ

４名受け入れている。 

資料Ｂ－１－①－１ 研究生，聴講生，科目等履修生の受入れの方針 

４ 研究生，聴講生，科目等履修生の受入れの方針と状況 

 本校では，「開かれた高専」を目指し，昭和６０年より聴講生，研究生の募集を開始しました。平成３年７月の

高専設置基準の大綱化の中では，この方向が「生涯学習」の観点からさらに推進され，高専においても「科目等履

修生」に対する単位の認定ができるように制度改正が行われました。本校では平成６年度からの受入れが可能とな

るように学則を改正しました。最近の状況を表Ⅱ－１３に示します。平成１２年度から平成１６年度の間に，研究

生と聴講生を各１名，科目等履修生を延べ４名受け入れています。 

     出典：津山高専の現状と課題 第４回 自己点検・評価報告書より抜粋

 

 資料Ｂ－１－①－２ 津山工業高等専門学校科目等履修生規程 

 
出典：津山高専規程集
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資料Ｂ－１－①－３ 研究生等受入れ状況 

表Ⅱ－1３ 研究生等受入れ状況 

（研究生） 

年度 人 研究課題 

平成 0   

13  0   

14  0   

15  1 結晶粒成長のモンテカルロシミュレーションに関する研究 

16  0   

17  0   

18  1 すべり・転がり疲労試験に使用する負荷校正曲線の検討 

（科目等履修生） 

年度 人 受講科目（単位数） 

平成 0   

13  0   

14  1 

物理Ⅰ(2) 物理Ⅱ(2) 基礎線形代数(2) 微分積分Ⅰ(3) 制御工学(2)  メカトロニクス

(2) プログラム構造(2) マイクロコンピュータ応用(2) ディジタル工学Ⅱ(2) 電子工学

(2) 電気回路Ⅱ(2) 

15  1 微分方程式(1) 微分積分Ⅱ(3) 応用物理Ⅰ(2)  応用物理Ⅱ(2) システムプログラム(2) 

16  2 機械工学実験実習Ⅴ(3) 

17  0   

18  0   

（聴講生） 

年度 人 受講科目（単位数） 

平成 0   

13  0   

14  1 選択英語Ⅱ(2) 

15  0   

16  0   

17  0   

18  1 機械設計製図Ⅲ（３単位） 

出典：津山高専 課題と現状 第４回自己点検・評価報告書p.22より抜粋後，平成17，18年度を

追加 

 

 このように先に示した「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的に従って，

正規課程の学生以外に対する教育サービスとして進めてきた。 

 平成９年に専攻科が設置され，これに伴い研究生の受け入れや，社会人コースの新設が重要な課題

となっていた。平成13年度に将来構想委員会からの「社会人コースの実現についての諮問に対する

答申」に基づき，社会人コース及び長期履修学生制度を実施する方向で具体化のための検討が進み，
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専攻科運営委員会での審議の結果，平成14年度に長期履修学生制度・社会人コースに関連した規程

が制定された（資料Ｂ－１－①－４）。その結果，平成15年度に１名の社会人学生が入学し，平成

18年３月に修了した。 

 

資料Ｂ－１－①－４ 津山工業高等専門学校専攻科の授業科目の履修等に関する規程（抜粋） 

（長期履修学生） 

第１３条 長期履修学生の年間履修可能単位数は，原則として修了要件単位数を認定された修業年限で除した数の

２分の３を上限とする。 

２ 長期履修学生又は学則第 32 条第１項の修業年限在学することが予定される学生が，修業年限の変更を希望す

る場合は，所定の期日までに, 修業年限変更願（別紙第５号様式）を提出しなければならない。 

（社会人コース） 

第１４条 企業勤務者等で特別の理由がある場合は，専攻科運営委員会の承認を得て個別に特別な履修方法を認め

ることができる。（以下「社会人コース」という。） 

２ 社会人コースの入学を認められた者の履修方法は，当該専攻の担当教官に事前に相談して個別に決定できるも

のとする。 
出典：津山高専規程集

 

 地域共同テクノセンターでは，毎年地域の企業や市民一般及び小中学生を対象に公開講座を開設し

ている（資料Ｂ－１－①－５）。平成12年度から平成18年度に実施した公開講座の実施状況を資料

Ｂ－１－①－６に示す。これから分かるように，スポーツ講座などの幅広いメニューを提供している。 

 

資料Ｂ－１－①－５ 公開講座の実施方針 

 

３ 公開講座の開設状況 

 毎年，地域の企業，市民一般及び小中学生を対象に公開講座を開設しています。平成１２年度から平成１６年

度に実施された公開講座の概要を表Ⅴ－１に示します。 

 公開講座のＰＲについては津山市の広報誌，地元新聞及び関係機関施設・団体への訪問を行っているが人集め

に苦慮しているのが現状です。 

 平成１６年度から岡山県生涯学習大学講座として一般社会人を対象とした「見る世界・見る科学」，津山市子

ども居場所作り事業として小中学生を対象とした講座を実施しています。 

 また，上記以外の講座についても津山市教育委員会と共催して開講しています。従来は本校単独で実施してい

たものですが，岡山県及び津山市と連携しての実施は，今後の公開講座のありかたとして推進していく必要があ

ります。 

 地域企業の技術者を対象とした講座については，テクノセンターの開所に伴い，センターに設置されている設

備を使い，より高度で実務的な内容で専門セミナーとして実施しています（後述）。 

 講座の内容，実施時期の設定，ＰＲ方法等を検証し，より充実した公開講座の実施を図りたいと思います。 

 

          出典：津山高専の現状と課題 第４回 自己点検・評価報告書
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資料Ｂ－１－①－６ 公開講座の実施状況 

 

出典：津山工業高等専門学校の現状と課題 第4回自己点検・評価報告書p.142より抜粋後，平成17，
18年度を追加 

 

 平成14年度から地域企業の社員を対象に，本校の教員が各企業に出向いて専門知識を講義する

「出前講座」を開始した。さらに，平成16年度テクノセンターの運用開始を機に，出前講座とは別

に，テクノセンターの設備を利用して実技も組み入れた専門セミナーを実施した。出前講座及び専門

セミナーの実施状況を資料Ｂ－１－①－７と資料Ｂ－１－①－８に示す。 
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 出前講座については，複数のテーマを用意しても活用する企業が少ないという課題がある。しかし

ながら，専門セミナーはなかなか好評で，企業からの受講希望者も多い。平成19年度開講予定公開

講座の催事計画を（資料Ｂ－１－①－９）に示す。 

 

資料Ｂ－１－①－７ 出前講座の実施状況 

 

出典：津山高専 現状と課題 第４回自己点検・評価報告書p.145より抜粋後，平成17，18年度を

追加 
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資料Ｂ－１－①－８ 専門セミナーの実施状況 

出典：津山工業高等専門学校の現状と課題 第4回自己点検・評価報告書p.146より抜粋後，平成

17，18年度分を追加 

 

資料Ｂ－１－①－９ 公開講座の催事計画 

 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供 
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（分析結果とその根拠理由） 

 良好である。 

 高等専門学校の教育サービスの目的に沿って，研究生，聴講生，科目等履修生，長期履修制度によ

る社会人（専攻科課程）などの制度を設置している。また，毎年地域の企業や市民一般及び小中学生

を対象に様々な分野の公開講座や専門セミナーなど計画的に実施している。 

 

観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっている

か。また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 地域共同テクノセンター主導の平成18年度に実施した公開講座の募集定員及び参加者数を資料Ｂ

－１－②－１にあわせて示している。この資料から分かるように，参加人数は各講座の定員をほぼ満

足している。また，主な公開講座においては，参加者にアンケート協力をいただいて常時改善に努め

ている。アンケートの例を資料Ｂ－１－②－２に示す。 

 

資料Ｂ－１－②－１ 平成18年度公開講座の募集定員と受講者数 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供

 

 活動の成果を報告し，教育サービスの改善を図るために，産学連携推進委員会などにアンケート結

果を報告し（資料Ｂ－１－②－３），関係者の意見交換の場を設けている。 

 それらの結果に基づいて，地域共同テクノセンター（産学連携推進委員会）は講座の内容，実施時

期の設定，ＰＲの方法等を検証し，より充実した公開講座の実施を図れるよう努力している（資料Ｂ

－１－②－４）。 

 また，アンケートの集計結果の例を資料Ｂ－１－②－５に示す。資料Ｂ－１－②－３及び資料Ｂ－

１－②－５から公開講座への参加者の満足度は，平成17年度及び18年度ともに比較的高いと判断で

きる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 良好である 

 地域の企業や市民一般及び小中学生を対象にした公開講座などにおいて，ほぼ定員を満たしており，

成果が上がっている。主な公開講座においては，参加者にアンケート調査を行い，活動を点検し，委
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員会において報告し，教育サービスの改善に役立てている。これらに基づいて，地域共同テクノセン

ター（産学連携推進委員会）は講座の内容，実施時期の設定，ＰＲの方法等を検証し，より充実した

公開講座の実施を図れるよう努力しており，改善システムが機能している。 

 

資料Ｂ－１－②－２ 公開講座のアンケート 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供
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資料Ｂ－１－②－３ 公開講座などのアンケート結果報告（抜粋） 

          委  員  会  等  報  告  書 

委員会名：平成１８年度第３回産学連携推進委員会 

開催日時：平成１８年９月１２日（火）１６：３０～１８：３０ 

報告者名：委員長 ○○○○ 

 

事項及び要旨 

１ 出前講座、専門セミナーの実施について 

  過去の実施状況の説明があり、本年度の取り組みについて検討した。 

  現在２件の依頼はあるが、多数開講するべく高専プラザ会員企業の開講希望を委員が分担して聞くことと

し、次回委員会までに調査し集約することになった。 

２ 公開講座の実施状況について 

  本年度の公開講座の進捗状況について説明があり、参加者は大部分の人が満足している旨の報告があった。

                   出典：平成18年度第３回産学連携推進委員会議事録

 

資料Ｂ－１－②－４ 公開講座など改善報告（抜粋） 

          委  員  会  等  報  告  書 

委員会名：平成１８年度第２回産学連携推進委員会 

開催日時：平成１８年６月１２日（月）１３：３０～１５：３０ 

報告者名：委員長  

 

事項及び要旨 

  （省略） 

５ 公開講座について 

  公開講座の募集状況について報告があり、ＰＲの方法として募集時期に校門付近に看板等を設置したり、校

外で実施可能な講座は市中心部の会場を借りて実施してはどうかなどの意見が出された。 

６ 人材育成事業について 

  つやま新産業開発推進機構が実施主体の「高等専門学校等を活用した中小企業人材育成事業」が、つやま新

産業開発推進機構が実施主体として採択されたことの報告があり、経費等について説明があった。 

 

出典：平成18年度第３回産学連携推進委員会議事録
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資料Ｂ－１－②－５ 公開講座のアンケート集計結果 

出典：津山高専 地域連携・広報室より提供
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

・ 平成14年度に長期履修学生制度・社会人コースに関連した規程を制定し，その結果，平成15年
度に１名の社会人学生が専攻科に入学し，平成18年３月に修了した。 

・ 地域の企業や市民一般及び小中学生を対象とした公開講座を計画的に実施し，さらにスポーツ講

座などの幅広いメニューを提供している。 

・ 地域企業の社員向けに，出前講座や専門セミナーを実施して地域企業との連携を進めている。 

 

（改善を要する点） 

・ 出前講座において，企業からのテーマの要望を募るなど努力が実り，平成18年度は出前講座の

数も増えてきており改善の傾向が見えるものの，複数のテーマを用意しても活用する企業が少ない。 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

 本校では，「開かれた高専」を目指し，昭和60年より聴講生，研究生の募集を開始し，平成３年

７月の高専設置基準大綱化において，この方向が「生涯学習」の観点からさらに推進され，高専にお

いても「科目等履修生」に対する単位の認定ができるように制度改正が行われた。本校では平成６年

度からの受入れが可能となるように学則を改正し，さらに，平成14年度に長期履修学生制度・社会人

コースに関連した規程を制定し，正規課程の学生以外に対する教育サービスを行っている。 

 地域との連携を積極的に推進し，毎年地域の企業や市民一般及び小中学生を対象に公開講座を開設

しており，スポーツ講座などの幅広いメニューを提供している。 

 地域共同テクノセンターでは，地域企業の社員を対象に，本校の教員が各企業に出向いて専門知識

を講義する出前講座や，テクノセンターの設備を利用して実技も組み入れた専門セミナーを実施し，

参加者からは好評を得ている。 

 実施状況としては，地域の企業や市民一般及び小中学生を対象にした公開講座などにおいて，ほぼ

定員を満たしており，成果が上がっている。主な公開講座においては，参加者にアンケート調査を行

い，活動を検討し，委員会において報告し，教育サービスの改善に役立てている。これらに基づいて，

地域共同テクノセンターは講座の内容，実施時期の設定，ＰＲの方法等を検証し，より充実した公開

講座の実施を図れるよう努力しており，改善システムが機能している。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 本校では，平成12年度から平成16年度の間に，研究生と聴講生を各１名，科目等履修生を延べ４

名受入れている。 

専攻科では，平成14年度に長期履修学生制度・社会人コースに関連した規程が制定され，正規課

程の学生以外に対する教育サービスを行っている。 

毎年地域の企業や市民一般及び小中学生を対象に公開講座を開設しており，スポーツ講座などの幅

広いメニューを提供し，大部分の講座がほぼ定員を満たしている。 

地域共同テクノセンターでは，地域企業の社員を対象に，本校の教員が各企業に出向いて専門知識

を講義する出前講座やテクノセンターの設備を利用して実技も組み入れた専門セミナーを実施し，参

加者からは好評を得ている。 

以上を総合して，本校では正規課程の学生以外に対する教育サービスを推進し「開かれた高専」が
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着実に実現していることから，目的の達成状況が良好であると判断できる。 

 


